予算要求資料
平成27年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工鉱業振興費　　　
	事業名　新 亜炭鉱跡問題研究事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　商工労働部　商工政策課　亜炭鉱廃坑対策室　　電話番号：058-272-1111（内3089）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11351@pref.gifu.lg.jp

１　事業費　　　10,000千円（前年度予算額： 0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	10,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	10,000

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
昨年度から、従来の制度では対応出来なかった亜炭鉱廃坑の予防的工事を行うことが出来る「南海トラフ巨大地震亜炭鉱跡防災モデル事業」を実施しているが、モデル事業の後も、県内には広範囲に亜炭鉱廃坑の存在する状態が残される。
上記モデル事業は平成２８年度末を期限としており、その事業効果を検証し成果を活用して、今後の亜炭鉱廃坑対策のあり方を追求していく。
（２）事業内容
御嵩町で行われている「南海トラフ巨大地震亜炭鉱跡防災モデル事業」の成果の検証、県・市町等関係機関による亜炭鉱廃坑の実態把握のための共同調査研究、鉱害予防対策のための技術検討等を行う。

【南海トラフ巨大地震亜炭鉱跡防災モデル事業の成果の検証】
　　　南海トラフ巨大地震亜炭鉱跡防災モデル事業の成果を検証し、防災モデルの構築へとつなげる。

【県・市町等関係機関による亜炭鉱廃坑実態把握のための共同調査研究】
　　・　廃坑情報の電子データ化
　　　　県内に存在した亜炭鉱区や陥没被害歴などの亜炭に関する様々なデータを地図上に電子データ化し、県内亜炭鉱廃坑の全体像を明らかにする。
・　亜炭鉱廃坑内部の物理検層
　　　　地下空洞内部の状態を詳細に調査し、より効果的な予防工事の検討に役立てる。

　　　　〈調査手法〉カメラ・レーザーレーダ測距探査、音響測深探査等　　　　　　　　　　　　
・　亜炭鉱廃坑予防対策のための技術検討　等
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	252
	委員謝金

	旅費
	712
	委員、関係者との打ち合わせ

	需要費
	 9
	会議費

	役務費
	3
	郵送料

	委託料
	9,000
	県・市町等関係機関による亜炭鉱廃坑実態把握共同調査研究費

	使用料及び賃借料
	24
	会場使用料

	合計
	10,000
	


	　決定額の考え方　



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
岐阜県強靭化計画（国土強靭化地域計画）【平成２６年度末策定予定】
◎事前に備えるべき目標

１　大規模災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる

○起きてはならない最悪の事態

４　亜炭鉱廃坑跡の大規模陥没による多数の死傷者の発生

（２）国・他県の状況

他県（本県除く１１県）において特定鉱害復旧事業等基金による復旧事業は実施されているが、抜本的な予防工事を行っている県はない。
（３）後年度の財政負担
南海トラフ巨大地震亜炭鉱跡防災モデル事業の最終年度である平成２８年度まで実施。
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
「南海トラフ巨大地震亜炭鉱跡防災モデル事業」は平成２８年度末を期限としていることから、その事業効果を検証し成果を活用して、今後の亜炭鉱廃坑対策のあり方を方向づける。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	亜炭鉱廃坑対策のあり方を求めるものであり、定量的な指標で表すことができない。


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　なし




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

なし




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　従来制度では対応できなかった亜炭鉱廃坑の予防的工事を、モデル事業として実施することができたが、モデル事業により県内の亜炭鉱廃坑の問題がなくなるわけではない。

　モデル事業は平成２８年度末までであることから、その成果を生かすため、国・市町等関係機関と連携し、今後の亜炭鉱廃坑対策のあり方を追求していく必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
亜炭鉱廃坑対策について、市町が自ら取り組むことのできるような効率的、効果的な対策方法を探求する必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　モデル事業最終年度である平成２８年度は、モデル事業の結果を踏まえて防災モデルの構築を行う事業を実施することから、その評価を行うとともに、より効率的、効果的な亜炭鉱廃坑対策について調査研究を深めていく。


